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項目の新旧対照表（概要編） 

Ⅰ 人事 

新 旧 

第１ 地方公務員 

１．２（略） 

 第１ 地方公務員 

１．２（略） 

３ 臨時職員････････････････････････････････ 

４ 会計年度任用職員････････････････････････ 

 

 

7 

9 

第３ 任用と離職 

 １ 任用････････････････････････････････････ 

 （１）～（６）（略） 

 （７）条件附採用 

２ 任用（採用）方法･････････････････････････ 

 （１）臨時的任用 

 （２）会計年度任用職員の任用 

 （３）一般職の任期付職員（研究員） 

３ 離職････････････････････････････････････ 

 （１）～（４）（略） 

４ 60歳超職員の任用･･･････････････････････ 

 （１）勤務延長 

 （２）定年前再任用短時間勤務職員 

 （３）暫定再任用職員 

５ 発令の方式（辞令）････････････････････････ 

６ 特別職の選任・離職等･････････････････････ 
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19 

 

 

 

20 

21 

第３ 任用と離職 

 １ 任用････････････････････････････････････ 

 （１）～（６）（略） 

 （７）臨時的任用 

 （８）条件附採用 

 （９）会計年度任用職員の任用 

 ２ 離職････････････････････････････････････ 

 （１）～（４）（略） 

 （５）勤務延長 

 （６）再任用 

 （７）一般職の任期付職員（研究員） 

 ３ 発令の方式（辞令）････････････････････････ 

４ 特別職の選任・離職等･････････････････････ 

 

 

14 

 

 

 

 

21 

 

 

 

 

23 

24 

Ⅴ 特別の規定に基づく任用 

新 旧 

第１ 臨時職員・会計年度任用職員 

第２ 定年前再任用短時間勤務制 

第３ 暫定再任用制度 

第４ 公益的法人等への派遣 

第５ 一般職の任期付研究員 

第６ 一般職の任期付職員 

169 

177 

182 

187 

196 

201 

第１ 再任用 

第２ 公益的法人等への派遣 

第３ 一般職の任期付研究員 

第４ 一般職の任期付職員 

 

163 

168 

177 

182 

Ⅵ 職種による勤務条件等の特例 

新 旧 

第１ 企業職員 

第２ 単純労務職員 

 

209 

214 

第１ 企業職員 

第２ 単純労務職員 

第３ 臨時職員・会計年度任用職員 

189 

194 

196 

 

Ⅰの第３の２（１）（２） 及び Ⅴの第１ に溶け込み 
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改訂一覧（項目） 

Ⅰ 人事 

第１ 地方公務員 

・「３ 臨時職員」を削る。 

・「４ 会計年度任用職員」を削る。 

 

第３ 任用と離職 

・「２ 離職」の番号を１つ繰り下げ、「２ 任用（採用）方法」を加える。 

・「３ 発令の方法（辞令）」以降の番号を２ずつ繰り下げ、「４ 60 歳超職員の任用」

を加える。 

 １ 任用 

（改訂内容） 

・「（７）臨時的任用」を、「２ 任用（採用）方法」「（１）臨時的任用」に移す。 

・「（８）条件附採用」の番号を繰り上げる。 

・「（９）会計年度任用職員の任用」を、「２ 任用（採用）方法」「（２）会計年度任用職員

の任用」に移す。 

 ３ 離職 

（改訂内容） 

・「（５）勤務延長」を「４ 60 歳超職員の任用」「（１）勤務延長」に移す。 

・「（６）再任用」を「（６）暫定再任用職員」に改め、「４ 60 歳超職員の任用」「（３）暫

定再任用職員」に移す。 

・「（７）一般職の任期付職員（研究員）」を、「２ 任用（採用）方法」「（３）一般職の任

期付職員（研究員）」に移す。 

 ４ 60 歳超職員の任用 

（改訂内容） 

・「（２）定年前再任用短時間勤務職員」を新たに加える。 

Ⅴ 特別の規定に基づく任用 

・第１から第４までの番号を２ずつ繰り下げ、「再任用」を「暫定再任用制度」に改める。 

・「第２ 定年前再任用短時間勤務制」を加える。 

Ⅵ 職種による勤務条件等の特例 

・「第３ 臨時職員・会計年度任用職員」を「Ⅴ 特別の規定に基づく任用」「第１ 臨

時職員・会計年度任用職員」に移す。 
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改訂一覧（概要編） 

Ⅰ 人事 

第１ 地方公務員 

１ 一般職と特別職 

（３）一般職の種類 Ｐ３ 

（改訂内容） 

・注釈１イ根拠規定中「消組法 23」及び「行実昭 41.6.10」を加える。 

 

 ２ 常勤と非常勤 

（１）概要 Ｐ４ 

（改訂内容） 

・［注１]の本文中「国公法第 81 条の 5」を「国公法第 60 条の 2」に改める。 

 （２）給与その他の給付 Ｐ４ 

（改訂内容） 

・注釈１、２の内容を削り、番号を繰り上げ、注釈２本文中「18 日」の後ろに「（週休日、

休日を除いた 1 月の日数が 20 日に満たない場合は、18 日-（20 日-当該月の日数）で算

出した日数。）」を加える。 

・注釈２根拠規定中「地共済法 2①Ⅰ」を「地共済法 74②Ⅰ」に、「地共済令 2Ⅴ」を「地

共済令 24 の 2①」に、「昭 42.9.20 自治省告示 150」を「令 4.9.30 総務省告示 353」に改

める。 

 

第２ 人事機関 

２ 人事委員会・公平委員会 

（２） 主な権限 Ｐ８ 

（改訂内容） 

・表「行政的権限」の項中、「上記に掲げるものを除くほか」を「準司法的権限に掲げるも

のを除く外」に改める。 

 

第３ 任用と離職 

１ 任用 

（４）任用の種類と方法 Ｐ１１ 

（改訂内容） 

・表「③降任」の項の根拠規定に「地公法 27、28」を加える。 

（５）兼職、充て職、事務従事、出向等 Ｐ１１ 

（改訂内容） 

・本文中、「地公法上（４）」を「地公法上「（４）任用の種類と方法」で示した」に改める。 

・①イ本文中、「※再任用職員の兼業禁止「Ⅴ 特別の規定に基づく任用」についても同じ。」
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を「※ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員についても同じ（「Ⅴ 特別の

規定に基づく任用」参照）。」に改める。 

・③［注］本文中、「企業管理者等」を「地方公営企業管理者等」に改める。 

 

２ 任用（採用）方法 

（１）臨時的任用 Ｐ１５ 

（改訂内容） 

・④から⑥までの内容を削り、次の内容及びこれに対応する根拠規定を加える。 

「④ 地方公務員法適用の特例 

「Ⅰ 人事」の「第３ 任用と離職」「１ 任用」「（７）条件附採用」④参照 

⑤ 地方公務員法第22条の３以外の臨時的任用 

ア 配偶者同行休業職員の代替要員としての臨時的任用 

イ 育児休業法に基づく、育児休業職員の代替要員としての臨時的任用 

ウ 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律に基づく、女子教

職員の産前産後休暇期間中の臨時的任用 

※ 臨時職員については「Ⅴ 特別の規定に基づく任用」の「第１ 臨時職員・会計

年度任用職員」参照  」 

（２）会計年度任用職員の任用 Ｐ１５ 

（改訂内容） 

・本文⑤の後ろに、「※ 会計年度任用職員については「Ⅴ 特別の規定に基づく任用」の

「第１ 臨時職員・会計年度任用職員」参照」を加える。 

 

３ 離職 

（１）離職 Ｐ１７ 

（改訂内容） 

・根拠規定に「国公法 77」及び「規則八－二 4Ⅶ」を加える。 

（２）離職の事由による区分 Ｐ１７ 

（改訂内容） 

・表「行政処分によらず一定の事由によって当然に離職する場合」の項中、「・ 定年退職

者等の再任用の任期が満了した場合」を削り、「・ 定年前再任用短時間勤務の任期が満

了した場合」及び「・ 暫定再任用の任期が満了した場合」を加える。 

・根拠規定中、「地公法 28 の 2①」を「地公法 28の 6①」に、「地公法 28の 4③」を「地公

法 22 の 4③」に改め、「R3 地公法改正附則 4③ 他」を加える。 

（４）定年 Ｐ１８ 

（改訂内容） 

・①本文中、「［注］」を「［注１］」に改める。 

・①本文中「60 歳」を「65歳［注２］」に改め、「ただし、職務と責任の特殊性又は欠員の

補充の困難性を考慮した上で 70 歳までとすることが可能[注３]」を加え、「医師及び歯

科医師 65歳」及び「守衛、用務員、労務作業員、調理員等 63 歳」を削る。 
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・根拠規定中、「地公法 28 の 2①」を「地公法 28の 6①」に、「地公法 28の 2②」を「地公

法 28 の 6②③」に、「国公法 81 の 2②」を「国公法「81 の 6②」に改める。 

・注釈中、「［注２］」及び「［注３］」を新設する。 

・［注１］根拠規定中、「地公法 28 の 2①」を「地公法 28 の 6①」に、「地公法 28 の 2④」

を「地公法 28 の 6④」に改め、「規則八－一二 53Ⅺ」を加える。 

 

４ 60 歳超職員の任用 

（１）勤務延長 Ｐ１９ 

（改訂内容） 

・本文及び根拠規定をすべて改める。 

・注釈根拠規定を「規則一一－八 8、9」を「規則一一－八 5、6」に改める。 

（２）定年前再任用短時間勤務職員 Ｐ１９ 

（改訂内容） 

・新たに新設する。 

（３）暫定再任用職員 Ｐ１９ 

（改訂内容） 

・本文中「再任用」を「暫定再任用」に、「条例で定める日を超えて更新することはできな

い」を、「当該任期の末日は 65 歳に達する日以後の最初の３月 31 日以前でなければなら

ない。」に改める。 

・本文※中、「再任用制度については」を「暫定再任用制度については」に、「第１ 再任用」

を「第３ 暫定再任用制度」に改める。 

 

６ 特別職の選任・離職等 

（１）市町村長 Ｐ２１ 

（改訂内容） 

・表「兼職禁止」の項の３中「再任用短時間勤務職員」を「短時間勤務職員」に改める。 

（２）議会議員 Ｐ２２ 

（改訂内容） 

・表「兼業禁止」の項を以下のとおり改める。 

「1 当該普通地方公共団体に対し請負をする者(取引額が 300万円を超えない者を除く)及

びその支配人。 

2 当該普通地方公共団体に対する請負又は当該普通地方公共団体で経費を負担する事

業についての請負が業務の主要部分を占める法人の 

  イ 無限責任社員 

  ロ 取締役 

  ハ 執行役 

  二 監査役 

  ホ イ～ニと同等の執行力と責任を有する者 

  ヘ 支配人 
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  ト 清算人 

(自治法 92の 2、自治令 121の 2、行実昭 25.6.30、昭 31.10.22) 」 

（３）副市町村長 Ｐ２２ 

（改訂内容） 

・表「兼職禁止」の項の３中「再任用短時間勤務職員」を「短時間勤務職員」に改める。 

（４）教育長及び教育委員会委員 Ｐ２３ 

（改訂内容） 

・表「兼職禁止」の項の５中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

（６）監査委員 Ｐ２４ 

（改訂内容） 

・表「兼職禁止」の項の３中「再任用短時間勤務職員」を「短時間勤務職員」に改める。 

（10）固定資産評価審査委員会委員 Ｐ２７ 

（改訂内容） 

・表「離職・事由」の項の「４ 解任(罷免)」中「3) 職務上の義務違反があると認める

とき(同)」を「3) 職務上の義務に違反した場合その他委員たるに適しない非行がある

と認める場合 (同)」に改め、「4」 委員たるに適しない非行があると認めるとき（同）」

を削る。 

 

第４ 分限・懲戒 

 ２ 分限処分 

 （３）手続と効果 Ｐ３１ 

（改訂内容） 

・注釈１根拠規程中、「地公法 49」を「地公法 49①」に改める。 

 

３ 懲戒処分 

（３）手続と効果 Ｐ３３ 

（改訂内容） 

・注釈２④本文中「不服申立て制度に基づく」を「不利益処分に関する」に改める。 

・②イ根拠規定に、「国公法 83Ⅱ」を加える。 

・④ア根拠規定に、「規則一二－〇5」を加える。 

  （４）特別職の懲戒（副市町村長等） Ｐ３４ 

（改訂内容） 

・本文中「①対象職員の職」の後に［注］を加え、 

［注］ 公営企業管理者 「地方公共団体の長は、管理者に職務上の義務違反その他管理

者たるに適しない非行があると認める場合には、これに対し懲戒処分として戒告、減給、

停職又は免職の処分をすることができる。」を新たに加える。 

・本文①中「ウ 監査委員」の後に「、代表監査委員」を加える。 

・①根拠規程中、「自治規程 12、13、15、17、19、21」を「自治規程 12、13、15、17、19、
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21、23」に改める。 

・［注］根拠規程に、「地公企法 7の 2⑧」を加える。 

 

４ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制） Ｐ３５ 

（改訂内容） 

・「３ 懲戒処分」の後に、「４ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）」の内容を加え

る。 

 

 第５ 服務 

  ５ 秘密を守る義務 Ｐ３７ 

（改訂内容） 

・注釈中、番号を繰り下げ、「１ 「職務上知り得た秘密」とは、職務執行上知り得た秘密

を、「職務上の秘密」とは、職員の職務上の所管に属する秘密を指す。」を新たに加える。 

・注釈１根拠規程に、「行実昭 30.2.18」を加える。 

 

６ 職務専念義務 Ｐ３８ 

（改訂内容） 

・本文①中、「職員団体の役員として在籍専従の許可を受けたとき」の後に「（在籍専従職

員）」を加える。 

・本文①中、「職員団体と適法な交渉をするとき」の前に「勤務時間中に」を加える。 

・［注］⑤中、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 

８ 争議行為等の禁止 Ｐ４０ 

（改訂内容） 

・注釈中「単労職員については、地公企法第 39 条で地公法第 37 条の規定は適用が除外さ

れているが、地公労法第 11 条で争議行為が禁止されている。」を「単純労務職員につい

ては、地公法第 37 条の規定を地公企法第 39 条で適用除外しているが、地公労法第 11 条

（争議行為の禁止）で別途、規定している。」に改める。 

 

第６ 職員の利益の保護（不利益の救済） 

２ 審査請求 

（２）審査請求できる事項の範囲 Ｐ４３ 

（改訂内容） 

・本文中、「反すると考える不利益な処分である」を「反して不利益な処分を受けたと思う」

に改める。 

・根拠規程に、「行実昭 39.2.10」を加える。 

（３）審査請求の手続 Ｐ４３ 

（改訂内容） 

・根拠規程に、「地公法 8①Ⅹ、8②Ⅱ、49 の 2①」を加える。 
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３ 苦情処理等（企業職員・単純労務職員の救済） Ｐ４３ 

（改訂内容） 

・本文中、「（１）措置要求、審査請求の適用がない企業職員、単純労務職員の救済措置」

を削り、「措置要求、審査請求の適用がない企業職員及び単純労務職員には以下の救済措

置がある。」を加える。 

 

４ 不当労働行為に対する救済 

（２）企業職員・単純労務職員の救済 Ｐ４４ 

（改訂内容） 

・本文中、「労働組合に関する内容の申立てに限る。」を削り、「企業職員の単純労務職員に

限り、労働委員会に対し不当労働行為の申立をすることができ、企業職員以外の単純労

務職員は、労働組合に関する事項の申立てに限り、行うことができる。」に改める。 

（３）一般職員の救済 Ｐ４４ 

（改訂内容） 

・本文中、「地公法第 56 条と労組法第 7条に定める不当労働行為の禁止とその趣旨は同じ。」

を新たに加える。 

・根拠規程に、「通知昭 26.1.10」を加える。 

 

第７ 地方公務員の労働基本権 

１ 職員の労働基本権の制限 

（２）職員の労働基本権と制限される内容 Ｐ４７ 

（改訂内容） 

・表「団結権」項中、「単純労務職員は職員団体を結成」の後に「し、また加入」を加える。 

 

３ 職員団体との交渉 Ｐ４９ 

（改訂内容） 

・［注３］根拠規定に、「大阪高昭 61.7.29」を加える。 

 

第８ 安全衛生 

 １ 安全衛生 Ｐ５３ 

（改訂内容） 

・「（１） 労働安全衛生法」を削る。 
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Ⅱ 勤務時間・休日・休暇 

第１ 給与以外の勤務条件の決定  

２ 労働基準法等の適用 

（１）労働基準法及び船員法の適用 Ｐ５４ 

（改訂内容） 

・根拠規定に「地公法 58③」を加える。 

 

第２ 勤務時間 

１ 勤務時間 

 （４）再任用短時間勤務職員 Ｐ５５ 

（改訂内容） 

・「（４）再任用短時間勤務職員」を「（４）定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時

間勤務職員」に改める。 

・根拠規定に「R3 国公法改正附則 7⑨」を加える。 

 

 ３ フレックスタイム制 Ｐ５７ 

（改訂内容） 

・「３ 勤務時間の延長（時間外勤務）」以降を１ずつ繰り下げ、「３ フレックスタイム制」

の内容を加える。 

 

 ４ 勤務時間の延長（時間外勤務） 

 （１）時間外勤務が可能な場合 Ｐ５８ 

（改訂内容） 

・［注１］表中「非現業職員」の「３６協定がなくても」を「３６協定の届出の有無に関わ

らず」に改める。 

・［注２］の根拠規定中「労規則 17①②」を「労規則 17①～③」に改め、「労基法 36③⑤」

及び「労基則 17④～⑦」を加える。 

・［注３］中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短

時間勤務職員」に改める。 

・［注３］の根拠規定に「規則一－七九附則 22②」を追加する。 

 （２）時間外勤務・深夜勤務の制限 Ｐ６０ 

（改訂内容） 

・［注１］根拠規定中「職職 14 10④」を「職職 328 第 10④」に改める。 

・［注２］中「速やかに職員に周知し、」を「速やかに職員に周知しなければならない。」に、

根拠規定中「職職 14 10⑪」を「職職 328 第 10⑪」に改める。 

・［注３］中「ものとする」を「ものとしなければならない」に、根拠規定中「職職 14 10

⑫」を「職職 328 第 10⑫」に改める。 
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 ６ 育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務 

（２）早出遅出勤務の措置 Ｐ６２ 

（改訂内容） 

・②中「午前７時以降」に下線部を、「もの。」の次に「（R5.4.1 以降は「午前５時以降」に

改正）」を加える。 

 

第３ 週休日及び休日 

 １ 週休日 

（２）具体的な週休日 Ｐ６３ 

（改訂内容） 

・③中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時間勤

務職員」に改め、「土日に加えて」を「土曜日及び日曜日に加えて」に改める。 

・③根拠規定に「R3国公法改正附則 7⑨」を加える。 

 

 第４ 休暇 

 １ 年次有給休暇 

（１）付与日数 Ｐ６６ 

（改訂内容） 

・②中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時間勤

務職員」に改める。 

・②根拠規定に「R3国公法改正附則 7⑨」及び「規則一－七九附則 22②」を加える。 

・［注２］中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、「付与

する。」の次に「なお、継続して暫定再任用職員となった場合も同様である。」を加える。 

・［注２］根拠規定中「勤務時間規則 12③」を削除し、「質疑応答/問 4-8」を加える。 

（４）年次有給休暇の単位 Ｐ６７ 

（改訂内容） 

・本文中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間

勤務職員」に改める。 

 

２ 病気休暇 

（２）病気休暇の単位 Ｐ６８ 

（改訂内容） 

・本文中に「ただし、１日以外を単位とする病気休暇を使用した日は、１日を単位とする

病気休暇を使用した日として取り扱う。」を加える。 

 

 ３ 特別休暇 Ｐ６９ 

（改訂内容） 

・表中⑮「妻の産前産後の期間内で」を「妻の産前 6 週間前の日から出産の日以後 1 年を

経過するまでの期間内で」に改める。 
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・表の根拠規定中「勤務時間法 19」を加え、「規則一〇－七」を「規則一〇－七 2、5、6②、

7」に改める。 

・［注５］根拠規定中「職職 328 第 14①(9)」を「職職 328 第 14①(10)」に改める。 

・［注６］根拠規定中「職職 328 第 14①(10)」を「職職 328 第 14①(11)」に改める。 

・［注９］根拠規定中「行実昭 34.7」を「行実昭 25.7.25」に、「職職 328 第 14①（13）」

を「職職 328 第 14①（14）」に改める。 

・［注 10］根拠規定中「職職 328 第 14①（14）」を「職職 328 第 14①（15）」に、「行実

昭 35.11」を「行実昭 34.8.26」に、「行実昭 36.10」を「行実昭 26.7.20」に改める。 

 

 ４ 介護休暇 

 （１）介護対象者 Ｐ７２ 

（改訂内容） 

・根拠規定に「勤務時間法 6①Ⅳ」を追え、「規則一五－一四 4」を「規則一五－一四 4の 5

②」に改める。 

  

第５ 育児休業 

１ 育児休業 

（２）適用対象職員 Ｐ７４ 

（改訂内容） 

・「・ 勤務延長職員」の次に「・特例任用により異動期間を延長された管理監督職を占め

る職員」を加える。 

・本文中「引き続いた在職期間が１年以上あり、かつ」を削除し、「養育する子が１歳６か

月に達する日」の次に「（子の出生日から 57 日間以内に育児休業を取得しようとする場

合は出生日から 57 日目より６月を経過する日）」を加え、「※ 「引き続いた在職期間が

１年以上」の要件は廃止（令和４年４月１日施行）。」及び「※ 「子が１歳６ヶ月に達

する日までに」任期満了等の要件については、子の出生後８週間以内に育児休業を取得

しようとする場合には、「子が１歳６ヶ月に達する日まで」を「子の出生日から起算して

８週間と６月を経過する日まで」に改正される予定（令和４年 10 月１日施行予定）。」を

削除する。 

（４）育児休業の回数 

（改訂内容） 

・本文中「1 回限り（子の出生の日から 57 日間の期間内に最初の育児休業を取得した場合

を除く）。」を「２回まで取得可能。」に、「※ 所得回数制限の緩和により、原則２回の

取得が可能となり、また、57 日間の期間内の育児休業は最初のもの及び２回目のものが

除かれる内容で改正される予定（令和４年 10 月１日施行予定）。」を「・ 上記育児休業

とは別に、子の出生日から 57日間以内に育児休業を２回まで取得可能。（産後パパ育休）」

に改める。 

・本文中⑤を削除し、⑥から⑧までを１ずつ繰り上げ、⑥の内容を次のように改める。 

 「 １歳から１歳６か月に達するまでの子（養育の事情を考慮して特に必要として条例
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で定める場合は、１歳６か月から２歳に達するまでの子。この場合、以下の「１歳到

達日」は「１歳６か月到達日」と読み替える。）を養育する非常勤職員が、次に掲げる

場合のいずれにも該当する場合 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者が育児休

業をする場合にあっては、当該育児休業の期間の末日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員又はその配偶者が当該子の１歳到達日において

育児休業をしている場合 

ウ 保育所等による保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当該子の１歳到達

日後の期間について、当面その実施が行われない場合など、当該子の１歳到達日後

の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のために特に必要と認められる

場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 」 

・⑥の根拠規定中「規則一九－〇3 の 3」を「規則一九－〇3 の 3、3 の 4」に、「通知平

4.1.17」を「通知平 4.1.17（職福 20）」に改める。 

・⑦の根拠規定中「規則一九－〇3の 4」を「規則一九－〇4⑦」に改める。 

（５）請求 Ｐ７５ 

（改訂内容） 

・本文中「請求する」の次に「ただし、次に掲げる場合は２週間前までに請求する。」を加

える。 

・本文中「※ 子の出生後８週間以内の育児休業について２週間前までに短縮される予定

（令和４年 10 月１日施行予定。）」を次のように改める。 

 「① 子の出生日から 57 日間以内の育児休業をしようとする場合 

  ② 非常勤職員が当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合 

  ③ １歳６か月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳６か月到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合 」 

（７）育児休業の承認の失効等 Ｐ７５ 

（改訂内容） 

・根拠規定中「育休条例 5」を「育休条例(案)5」に改める。 

（９）給与 Ｐ７６ 

（改訂内容） 

・②ア b中「（１ヶ月以下である職員を除く。）」を「（子の出生日から 57日間以内の育児休

業期間とそれ以外の育児休業期間がそれぞれ１ヶ月以下である職員を除く。）」に改める。 

・②イ b中「（１ヶ月以下である職員を除く。）」を「（子の出生日から 57日間以内の育児休

業期間とそれ以外の育児休業期間がそれぞれ１ヶ月以下である職員を除く。）」に改める。 
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（13） 勤務環境の整備に関する措置 Ｐ７８ 

（改訂内容） 

・項目中「（令和４年４月１日施行）」を削除する。 

 

  ２ 育児短時間勤務  

（２）適用対象職員 Ｐ７８ 

（改訂内容） 

・本文中「・ 育児休業職員の代替要員として任期を定めて採用された職員」の次に「特

例任用により異動期間を延長された管理監督職を占める職員」を加える。 

  （16）育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用 Ｐ８１ 

（改訂内容） 

・③ア b 中「再任用短時間勤務職員」を「再任用短時間勤務職員（現行の定年前再任用短

時間勤務職員）」に改める。 

 

３ 部分休業 

（１）部分休業とは Ｐ８３ 

（改訂内容） 

・本文中「任命権者の承認を受けて」を「職員の請求により」に、「再任用短時間勤務職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員」に改め、「勤務しない

こと」の次に「を承認すること」を加える。 

 

第６ 修学部分休業及び高齢者部分休業 

１ 修学部分休業 

（３）承認の要件 Ｐ８４ 

（改訂内容） 

・①根拠規定「通知平 16.6.9」を「通知平 16.8.1」に改める。 

（４）期間及び時間の承認 Ｐ８４ 

（改訂内容） 

・②中「あたり 20 時間を」を「当たりの通常の勤務時間の 1/2 を」に改める。 

・①及び②の根拠規定の「通知平 16.8.1」を「修学条例(例)2①」に改める。 

（６）給与 Ｐ８４ 

（改訂内容） 

・③中「再任用短時間勤務職員」を「再任用短時間勤務職員（現行の定年前再任用短時間

勤務職員）」に改める。 

 

２ 高齢者部分休業 

（４）期間及び時間の承認 Ｐ８６ 

（改訂内容） 

・①中「職員に係る定年退職日から５年を越えない範囲内で条例で定める期間さかのぼっ
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た日後の日で、職員が申請した日から職員に係る定年退職日までの全期間。」を「職員が

条例で定める年齢に達した日以後の日で、職員が申請において示した日から定年退職日

までの期間。」に改める。 

・①及び②の根拠規定の「通知平 16.8.1」を「通知平 25.6.14」に改める。 

 

第８ 配偶者同行休業 

１ 配偶者同行休業 

（６）申請 Ｐ９３ 

（改訂内容） 

・根拠規定中「配偶者条例 5」を「配偶者条例(例)5」に改める。 

 

Ⅲ 給与 

第１ 給与 

  １ 給与 

（４）給与請求権 Ｐ９７ 

（改訂内容） 

・［注１］中の（令和７年４月１日まで）を削る。 

 

  ２ 給料 Ｐ９８ 

（改訂内容） 

・「（３）職務の級」の後に「（４）60歳に達した職員の給料」の内容を加える。 

 

  ３ 初任給 

  （１）初任給の決定 Ｐ１０１ 

（改訂内容） 

・本文中［注２］「再任用職員の給料の決定」の内容を「定年前再任用短時間勤務職員等の

給料の決定」の内容に改める。 

 

  ４ 昇給 

  （３）昇給区分及び昇給の号俸数 Ｐ１０４ 

（改訂内容） 

・本文中①アの「昇給評語が上位又は中位の段階である職員」を「昇給評語がいずれも「良

好」の段階以上である職員」に改める。 

・本文中①ウの「昇給評語のいずれかが下位の段階である職員」を「昇給評語のいずれか

が「やや不十分」の段階以下である職員」に改める。 

・注釈に評語区分が６段階に細分化された内容を加える。 

  （５）昇給区分に関する基準 Ｐ１０５ 

（改訂内容） 
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・本文中①アに６段階の評語区分を反映した上位の昇給区分への上位の順位グループの考

え方を加える。 

・本文中①ウの「昇給評語が上位又は中位の段階である者」を「昇給評語がいずれも「良

好」の段階以上である者」に改める。 

・本文中③アａの「昇給評語にいずれかが下位の段階」を「昇給評語のいずれかが「やや

不十分」の段階」に改め、「（人事評価の全体評語の段階数が５段階である者にあっては

最下位の段階を除く。イａにおいて同じ。）」を削る。 

・本文中③アｂ「減給の処分（その対象となった事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が軽

微であると認められるものに限る。）又は」」を削る。 

・本文中③イａ「昇給評語がいずれも下位の段階である職員又はいずれかが最下位の段階

である職員」を「昇給評語がいずれも「やや不十分」の段階である職員又はいずれかが

「不十分」の段階である職員」に改める。 

・本文中③イｂ「基準期間において、停職の処分、減給の処分（アｂに掲げるものを除く。）」

を「基準期間において、停職の処分、若しくは減給の処分」に改める。 

・注釈に評語区分が５段階の場合の上位の順位グループの考え方を加える。 

 

  ５ 昇格・降格 

（３）降格の場合の号俸の決定 Ｐ１０９ 

（改訂内容） 

・本文中（３）に注釈の２・３の内容を加える。 

・注釈２・３を削る。 

 

  ７ 特別の場合の号俸の決定等 

  （２）復職時等の場合の調整 Ｐ１１１ 

（改訂内容） 

・本文中③「令和３年については、「令和３年１月１日から 12月 31 日までの期間」を「令

和４年については、「令和４年１月１日から 12月 31 日までの期間」に改める。 

・本文中③アの調整数の計算式に「※合算期間又は調整期間の月数、調整数の算出に当た

っては、すべて端数処理は行わない。」を加える。 

・本文中「（注３）合算期間又は調整期間の月数、調整数の算出に当たっては、すべて端数

処理は行わない。」を削る。 

 

  ８ 給料の調整額 

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１１４ 

（改訂内容） 

・表中要件の「勤務」を「勤労」に改める。 

・根拠規定の「給３－16」と「H28.1.26 付け給与第三課長通知」を削り、「通知（人）事務

連絡 令 1.11.22」を加える。 
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  ９ 給与の支給 

  （１）給与の支給方法 Ｐ１１５ 

（改訂内容） 

・本文中④に「個人型年金加入者掛金」を加える。 

・根拠規程に「確定拠出年金法 71」を加える。 

 

第２ 諸手当 

１ 扶養手当 

（１）概要 Ｐ１１７ 

（改訂内容） 

・※中、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員」に改める。 

・※根拠規定中、「R3 国公法改正附則 7⑦」を追加する。 

（２）支給要件と支給額 Ｐ１１７ 

（改訂内容） 

・表中、子の後に［注］を追加する。 

・表根拠規定「規則九－八〇②」を「規則九－八〇2」に改める。 

・表後、［注］を追加する。 

（３）支給手続等 Ｐ１１８ 

（改訂内容） 

・［注］中、「そのときは日」を「ときはその日」に改める。「15 日目となる。」の後に、「災

害その他職員の責めに帰することができない事由により、職員が届出を行うことができ

ないと認められる期間は、「15 日」の期間に含まれないものとする。」を追加する。 

・※根拠規定中、「給実甲 580 給与法第 11 条の 2及び規則第 3条関係 3」を追加する。 

 

２ 住居手当 

（１）概要 Ｐ１１９ 

（改訂内容） 

・本文根拠規定中、「給与法 11 の 10②」を「給与法 11 の 10①」に改める。 

・※中、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員」に改める。 

・※根拠規定中、「R3 国公法改正附則 7⑦」を追加する。 

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１１９ 

（改訂内容） 

・表中、適用除外職員中の「十分確認できるときに限る。」を「十分確認できるときは適用

して差し支えない。」に改める。 

   

３ 通勤手当 

（２）支給要件と支給額 Ｐ１２１ 

（改訂内容） 

・表中（支給額）、「・ 支給限度額 55,000 円」を「・ 支給限度額 55,000/月」と改める。 
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・表中（支給額）、※中、「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員」

と改める。 

・表中（支給額）、※中、文末に「（暫定再任用短時間勤務職員は定年前再任用短時間勤務

職員とみなす。）」を追加する。 

・表中、※根拠規定中「R3 国公法改正附則 7④」を追加する。 

・表中（支給額）、「運賃等相当額＋自動者等の利用者の額（支給限度額 55,000 円）」を「運

賃等相当額＋自動車等の使用距離に応じた額（支給限度額 55,000/月）」と改める。 

・［注４］中「６箇月を限度」を「６箇月を超える場合は長の定める期間」に改める。 

  （６）支給日 Ｐ１２３ 

（改訂内容） 

・①根拠規定中、「給与法 12⑥」を追加する。 

・②ウ根拠規定中、「規則九－二四 18の 2④」を追加する。 

  （７）返納 Ｐ１２３ 

（改訂内容） 

・①ウ本文中、「月の中途に、休職、組合専従、育児休業等になった場合であって、これら

の期間が二以上の月にわたる場合」を「月の中途に、休職、組合専従、育児休業等にな

った場合（その期間の初日の属する月又はその翌月に復職等する場合を除く）」と改める。 

・②ア本文中、「a 使用している定期券の通用期間が６箇月を超えない場合」及び「b 使

用している定期券に通用期間が６箇月を超えるものがある場合→支給単位期間が６箇月

を超える定期券のみを使用している場合と、通用期間が支給単位期間と同じ定期券を併

用している場合の区分に応じて、長の定める額」を追加する。 

・②イ本文中、「ａ 一の交通機関等を利用する場合」及び「ｂ 二以上の交通機関等を利

用する者又は併用者」の次に「（ｃに掲げる場合を除く。）」を加える。 

・②イ本文中、「c 使用している定期券に通用期間が６箇月を超えるものがある場合→長

の定める額」を追加する。 

・②根拠規定中「給実甲 151 第 19 条の 2 関係②」を「給実甲 151 第 19 条の 2 関係④」と

改める。 

     

  ５ 期末手当 

（２）支給要件と支給額 Ｐ１２６ 

（改訂内容） 

・表中（支給額）、「120※」の※を削る。 

・表中（支給額）、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」と改める。 

・表中（支給額）、「※ 暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。」を追加

する。 

・表中（支給額）、※根拠規定中、「R3国公法改正 附則 7⑤」を追加する。 

・表中（支給額）、「※支給割合は令和４年６月期から適用」を削る。 

・表中（支給額）、「※60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最

初の４月１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される期末手当は、７
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割水準の給料月額を基礎として手当額が算定される。」を追加する。 

・表中（支給額）、※根拠規定中、「給与法附則 8」を追加する。 

・表中（支給除外職員）、[注９]を削る。 

・［注１］②本文中「育休法 26②」を「育休法（国）26②」と改める。 

・［注５］①d中「（１ヶ月以下である職員を除く）」を、「（子の出生日から 57 日間以内の育

児休業期間（期間が二以上あるときは、合算した期間）が１か月以下、又はそれ以外の

育児休業期間（期間が二以上あるときは、合算した期間）が１ヶ月以下の職員を除く）」

と改める。 

・［注７］根拠規定中「支給規則 24①Ⅵ」を「県規則七－一四 1①Ⅶ」と改める。 

・［注９］根拠規定中「規則九－四〇 5②Ⅵ」及び「育休法(国)16」を追加する 

 

  ６ 勤勉手当 

（２）支給要件と支給額 Ｐ１３０ 

（改訂内容） 

・表の支給総額の限度中、「計算率」の次に「（令和５年４月 1日より適用）」を追加する。 

・表の支給総額の限度中、「再任用職員以外」及び「再任用職」をそれぞれ「定年前再任用

短時間勤務職員以外」「定年前再任用短時間勤務職員」と改める。 

・表の支給総額の限度中、「95」を「100」と改める。 

・表の支給総額の限度中、「45」を「47.5」と改める。 

・表の支給総額の限度中、「※暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。」

を追加する。 

・表の支給総額の限度根拠規定中、「R3 国公法改正 附則 7⑥」を追加する。 

・表中（職員に対する支給額）、「※60歳に達した職員については期末手当の場合に同じ。」

を追加する。 

・表中（職員に対する支給額）、根拠規定中「給与法附則 8」を追加する。 

・［注４］①c中「（１ヶ月以下である職員を除く）」を、「（子の出生日から 57 日間以内の育

児休業期間（期間が二以上あるときは、合算した期間）が１か月以下、又はそれ以外の

育児休業期間（期間が二以上あるときは、合算した期間）が１ヶ月以下の職員を除く）」

と改める。 

・[注４] ①g 本文中、「又は介護休暇により勤務しなかった期間」を削る。 

・［注４］①根拠規定中「支給規則 25②」を「県規則七－一五 5②Ⅺ」と改める。 

・［注５］「（令和２年度以降の人事院の基準）」を「（令和５年度の人事院の基準）」と改め

る。 

・［注５］表中（成績区分）、「再任用職員以外」及び「再任用職員」をそれぞれ「定年前再

任用短時間勤務職員以外」「定年前再任用短時間勤務職員」と改める。 

・［注５］表中（特に優秀）、「R2.6 期以降：115/100 以上 190/100 以下」を「119/100 以上

200/100 以下」と改める。 

・［注５］表中（優秀）、「R2.6 期以降：103.5/100 以上 115/100 未満」及び「R2.6 期以降：

47/100 以上」をそれぞれ「107.5/100 以上 119/100 未満」「49/100 以上」と改める。 
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・［注５］表中（良好）、「R2.6 期以降：92/100」及び「R2.6 期以降：43.5/100」をそれぞ

れ「96/100」「45.5/100」と改める。 

・［注５］表中（良好でない）、「R2.6 期：92/100 未満」及び「R2.6 期以降：43.5/100」を

それぞれ「87.5/100 以下」「43.5/100 以下」と改める。 

・［注５］表中（良好でない）、「R2.12 期以降：83.5/100 以下」及び「R2.12 期以降：41.5/100

以下」を削る。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（懲戒処分）、「再任用職員以外」及び「再任

用職員」をそれぞれ「定年前再任用短時間勤務職員以外」「定年前再任用短時間勤務職員」

と改める。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（戒告）、「R2.6 期以降」を削り、「R2.6 期：

32/100 以下」を「30/100 以下」と改める。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（戒告）、「R2.12 期以降：30/100 以下」を削

る。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（減給）、「R2.6期：49.5/100」及び「R2.6 期：

27/100」をそれぞれ「50/100 以下」「25/100 以下」と改める。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（減給）、「R2.12 期以降：50/100 以下」及び

「R2.12 期以降：25/100 以下」を削る。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（停職）、「R2.6 期：39/100 以下」及び「R2.6

期以降：21.5/100」をそれぞれ「40/100 以下」「20/100 以下」と改める。 

・［注５］「・懲戒処分を受けた場合」の表中（停職）、「R2.12 期以降：40/100 以下」及び

「R2.12 期以降：20/100 以下」を削る。 

・［注５］中、「※２」を「※１」と改める。 

・［注５］中、「※１」を「※２」と改める。 

・［注５］中、「※３ 暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。」を追加す

る。 

・［注５］※３根拠規定中、「規則一－七九 附則 11②」及び「通知（人）事企法 38 令 4.2.18」

を追加する。 

   

７ 地域手当 

（２）支給額 Ｐ１３４ 

（改訂内容） 

・本文「60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月１日

以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される地域手当は、７割水準の給料

月額を基礎として手当額が算定される。」を追加する。 

・本文根拠規定中、「給与法附則 8」を追加する。 

  （３）級地等の区分・支給割合 Ｐ１３４ 

（改訂内容） 

・１本文中、「再任用職員及び短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」と改め

る。 
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・１中、「※ 暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。」を追加する。 

・１根拠規定中、「給与条例 21 の 3」及び「R3国公法改正附則 7⑦」を追加する。 

   

８ 寒冷地手当 

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１３５ 

（改訂内容） 

・表の支給除外職員中「①再任用職員」を「①常勤以外の職員」と改める。 

・表の支給除外職員中、「②非常勤の職員」を「②暫定再任用職員」と改める。 

・表の根拠規定中、「R3 国公法改正附則 7⑦」を追加する。 

・［注 1］及び［注３］根拠規定中、「通達（人）昭 55.12.23」を「国家公務員の寒冷地手

当に関する法律等の運用方針について」と改める。 

   

９ 時間外勤務手当 

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１３７ 

（改訂内容） 

・表根拠規定中、「県給与条例 17」及び「県規則七－〇 9」を追加する。 

・表中、「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月

１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される時間外勤務手当は、７割

水準の給料月額を基礎として手当額が算定される。」を追加する。 

・表根拠規定中、「給与法附則 8」を追加する。 

・表（勤務の区分）根拠規定中、「県規則七－一一三 2③」を追加する。 

・表※中、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」とする。 

・表中、「※ 暫定再任用短時間勤務職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。」を追

加する。 

・表※根拠規定中、「県給与条例 14⑧」及び「R3 国公法改正附則 7④」を追加する。 

   

10 休日勤務手当  

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１４０ 

（改訂内容） 

・表根拠規定中、「規則九－四三③」を追加する。 

・表中、「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月

１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される休日勤務手当は、７割水

準の給料月額を基礎として手当額が算定される。」を追加する。 

・本文根拠規定中、「給与法附則 8」を追加する。 

・［注３］根拠規定中、「通知平 6.8.5」を追加する。 

・［注３］４本文中、「休日における正規の勤務時間が午後 10 時から翌日の午前５時までの

間の場合（病院や消防署等における夜間勤務手当が支給される勤務）には夜間勤務手当

と休日勤務手当が併せて支給される。」を「午後 10 時から翌日の午前 5 時までの間にお

ける正規の勤務（病院や消防署等における夜間勤務手当が支給される勤務）時間中の勤
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務の中に休日等がある場合にはその部分の勤務については夜間勤務手当と休日勤務手当

が併せて支給される。」と改める。 

   

11 夜間勤務手当  

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１４２ 

（改訂内容） 

・表中、「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月

１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される夜間勤務手当は、７割水

準の給料月額を基礎として手当額が算定される。」を追加する。 

・表中根拠規定中、「給与法附則 8」を追加する。 

・［注１］根拠規定中、「給実甲 28 第 18 条関係①」の次に「第 16 条関係②」を追加する。 

   

13 管理職員特別勤務手当  

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１４４ 

（改訂内容） 

・本文「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月

１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される管理職員特別勤務手当は、

手当額に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満の端数が生じた場合はこれを切り

捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100 円に切り上げた額とする）を支給

すること。」を追加する。 

・根拠規定中、「規則九－九三 附則 2」を追加する。 

 

14 管理職手当  

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１４５ 

（改訂内容） 

・表中（支給額）、「給別」を「級別」と改める。 

・本文「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月

１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される管理職手当は、給料月額

７割措置の対象とならない職員の手当額に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満

の端数が生じた場合はこれを切り捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100

円に切り上げた額とする）を支給すること。」を追加する。 

・本文根拠規定中、「規則九－一七 3」を追加する。 

 

15 初任給調整手当 

（１）概要 Ｐ１４６ 

（改訂内容） 

・本文中、「採用された職員に」の次に「採用の日から一定期間」を追加する。 

・※中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」と改める。 

・※根拠規定中、「R3 国公法改正附則 7⑦」を追加する。 
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 （２）支給要件と支給額 Ｐ１４６ 

（改訂内容） 

・表要件①支給額中、「月額 414,800 円以内」の後に「（採用の日から 35 年以内）」を追加

する。 

・表要件②支給額中、「月額 2,500 円以内」の後に「（採用の日から５年以内）」を追加する。 

・表根拠規定中、「給与法 10の 4」を追加する。 

・本文中、「※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４

月１日以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される初任給調整手当は手当

額に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨て、

50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100 円に切り上げた額とする）を支給するこ

と。」を追加する。 

・本文根拠規定中、「規則九－三四 7の 2」を追加する。 

  

17 特殊勤務手当 

  （２）支給要件と支給額 Ｐ１４８ 

（改訂内容） 

・「※ 定年前再任用短時間勤務職員の支給額について特に規定はないが、再任用短時間勤

務職員（再任用制度は令和５年３月をもって廃止）」については以下のような計算方法で

あった。」を追加する。 

   

第３ 退職手当 

  （２）支給対象 Ｐ１４９ 

（改訂内容） 

・②本文中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員」と改める。 

・②根拠規定中、「R5 退手条例改正附則 2」を追加する。 

・③イ（ア）ｂ本文中、「再任用職員等に対する」を「定年前再任用短時間勤務職員に対す

る」と改める。 

・③イ（ア）ｂ本文後に、「※ 暫定再任用職員については、地公法第 29 条第 3 項の規定

が適用されることから、この規定も適用されることになる。」を追加する。 

・③イ（ア）ｂ根拠規定中、「R3 地公法改正附則 8⑥」を追加する。 

・③イ（ア）ｃ本文中、「再任用職員に対する」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する」

と改める。 

（３）支給額 Ｐ１４６ 

（改訂内容） 

・［注２］本文中、「基礎額」を「基本額」と改める。 

・［注２］本文後に、「職員が 60 歳～」の文、図、及び退職手当の基本額の計算式を追加す

る。 

・［注２］根拠規定中、「退手条例附則 22」、「退手条例 4 の 2 の 2」及び「退手条例附則 10

～12」を追加する。 
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（４）返納 Ｐ１５１ 

（改訂内容） 

・①ｂ本文中、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」と改め、文末に「（暫定

再任用職員にも適用される。（２）③イ（ア）ｂ※参照。）」を追加する。 

・①ｃ本文中、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」と改める。 

・②本文中、「場合にあっては」を「場合には」と改める。 

（５）退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付 Ｐ１５２ 

（改訂内容） 

・①本文中、「場合にあっては」を「場合には」と改める。 

・②本文中、「場合にあっては」を「場合には」と改める。 

・③本文中、「場合にあっては」を「場合には」と改める。 

・④本文中、「場合にあっては」を「場合には」と改める。 

・⑤本文中、「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免

職処分（暫定再任用職員にも適用される）。（２）③イ（ア）ｂ※参照。」と改め、「再任

用職員等に対する」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する」と改める。「場合にあっ

ては」を「場合には」と改める。 

（６）退職手当の基本額の最高限度額 Ｐ１５３ 

（改訂内容） 

・見出し中、「基礎額」を「基本額」と改める。 

（７）基本額の退職区分 Ｐ１５３ 

（改訂内容） 

・見出し中、「基礎額」を「基本額」と改める。 

・表後、「※ 60 歳に達した日以後、～」を追加する。 

・根拠規定中、「退手条例附則 19、20」、「宮城県市町村職員退職手当組合退職手当条例等の

実施に関する運用方針第 3条関係」及び「退手条例附則 21」を追加する。 

（８）調整額 Ｐ１５４ 

（改訂内容） 

・②ア本文中「４年以下のもの」の次に、「→」を追加する。 

・②イ本文中「零のもの」の次に、「→」を追加する。 

・②ウ本文中「24 年以下のもの」の次に、「→」を追加する。 

・②エ本文中「９年以下のもの」の次に、「→」を追加する。 

（９）在職期間 Ｐ１５５ 

（改訂内容） 

・ア本文中、「属する月までの期間」の次に、「又は育児短時間勤務その他これに準ずる事

由により勤務をした期間について」を追加する。 

・ア根拠規定中、「育休法(国)10、20」を追加する。 

・ア根拠規定中、「退手条例 5④」を追加する。 

・注本文中、「18 日」の次に「（週休日、休日を除いた 1月の日数が 20 日に満たない場合は、

18 日-（20日-当該月の日数）で算出した日数。「職員みなし日数」とする。）」を、「算入
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する。」の次に「なお、「引き続いて 12 月を超えるに至った者」は、当分の間、「引き続

いて６月を超えるに至った者」とする。」を追加する。 

（10）退職手当の基本額の特例 Ｐ１５５ 

（改訂内容） 

・ア本文中、「６月前までに退職した者」の後に「［注］」を追加する。 

・ア本文中「「定年の年齢－10 年」による年齢以上の者」を「「定年の年齢－15年」による

年齢以上の者［注］」と改める。 

・イ本文後、「［注］ 定年前早期退職者の特例措置における読替」の本文及び表を追加す

る。 

・［注］根拠規定中、「退手条例 4の 2の 3」及び「退手条例附則 25～29」を追加する。 

（11）特別の場合の退職手当 Ｐ１５７ 

（改訂内容） 

・ア本文中、「この場合の追加して」を「この場合に追加して」と改める。 

 

 

Ⅳ 旅費 

３ 旅費の額 

（９）支度料 Ｐ１６６ 

（改訂内容） 

・本文中「なお、外国旅行の際には支度料の他、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿

泊料、食卓料、死亡手当、旅行手当を必要に応じ支給する。」を削る。 

・根拠規定中「旅費法 32～35、40、41」を削る。 

（10）旅行雑費 Ｐ１６６ 

（改訂内容） 

・本文中「また、国内外における空港において、旅客サービス施設使用料等が徴される場

合には、旅行雑費として取り扱う。」及び「米国発着の全ての航空会社が国際線・国内線

を問わず徴収する米国民間航空保安料金は、旅行雑費として取り扱う。」を削る。 

・根拠規定中「通知平 14.3.20」を削る。 

 

Ⅴ 特別の規定に基づく任用 

第１ 臨時職員・会計年度任用職員 

２ 勤務条件 

（１）給与 Ｐ１７１ 

（改訂内容） 

・本文中③退職手当の内容を改める。 

（２）勤務時間等 Ｐ１７２ 

（改訂内容） 
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・本文④アｂの表中、週所定労働日数が４日、雇入れの日から起算した継続勤務期間が６

ヶ月の欄における取得日数を「６日」から「７日」に改める。 

・本文④イｂ中、要件の内容を下記に改める。 

 「・養育する子が１歳６か月に達する日（子の出生日から 57日間以内に育児休業を取得

しようとする場合は出生日から 57 日目より６月を経過する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後の任期）が満了すること及び特定職に引き

続き採用されないことが明らかでないこと 

  ・ １週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が 121日以上であること 」 

 

４ その他の勤務条件 

  （３）公務災害補償 Ｐ１７５ 

（改訂内容） 

・公務災害補償、［注１］非常勤特別職の公務災害補償の表を改める。 

・本文中［注２］の内容を下記に改める。 

 「 常勤の一般職員の勤務時間以上勤務した日(休日等を含む。)が 18 日（週休日、休日

を除いた１月の日数が 20 日に満たない場合は、18 日-（20 日-当該月の日数）で算出

した日数。）以上ある月が引き続いて 12 月を超えるに至った者で、その超えるに至っ

た日以後引き続いて当該勤務時間により勤務することとされている者ものをいう。 」 

・本文中［注３］を削る。 

  （４）社会保険 Ｐ１７６ 

（改訂内容） 

・社会保険の表を改める 

・（４）注釈の※以下を削る。 

・［注１］の内容を下記に改める。 

 「 船員については、「医療」は船員保険法、「年金」は厚生年金保険法及び船員保険法

が適用される。 」 

・［注１］～［注３］を［注２］～［注３］に改め、「健康保険法」を削る。 

 

第５ 一般職の任期付研究員 

５ 招へい研究員型 

（５）勤務条件 Ｐ１９８ 

（改訂内容） 

・［注１］１の表中、「397,000」を「398,000」に改める。 

 

６ 若手研究員型 

（５）勤務条件 Ｐ２００ 

（改訂内容） 

・［注］１の表中、「331,000」を「332,000」に改める。 
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第６ 一般職の任期付職員 

１ 特定任期付職員及び一般任期付職員（第３条関係） 

（５）勤務条件等 Ｐ２０２ 

（改訂内容） 

・［注］１①の表中、「375,000」を「376,000」に改める。 

・③根拠規定中、「地公法 28の 2④」を「地公法 28の 6④」に改める。 

 

２ 任期付職員の拡大（第４条関係） 

（５）勤務条件等 Ｐ２０４ 

（改訂内容） 

・③根拠規定中、「地公法 28の 2④」を「地公法 28の 6④」に改める。 

 

３ 任期付短時間勤務職員（第５条関係） 

（１）採用 Ｐ２０６ 

（改訂内容） 

・本文中、「地公法第 28 条の 5」を「地公法第 22 条の 4」に改める。 

（５）勤務条件等 Ｐ２０６ 

（改訂内容） 

・①及び②本文中、「再任用短時間勤務職員」の次に「〔現行：定年前再任用短時間勤務職

員〕」を加える。 

・「⑤ 共済制度」の内容を改める。 

・⑥本文中、「（船員については、船員保険法が適用される。）」を削る。 

 

Ⅵ 職種による勤務条件等の特例 

 


